














は 1 億 4185 万 6 千 t で世界第 8 位、同生産量は 1
億 3322 万 t で世界第 9 位であり、典型的な石炭資
源国である 1）。また、石炭火力発電所の設置出力
は 1 万 2086MW で世界第 9 位（2012 年 7 月）2）、石
炭火力発電所の発電実績（2009 年）は 133.42TWH
で世界第 10 位となっている 3）。さらに石炭輸出実










　EU は現在、通称トリプル 20（2020 年までに、
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8） The World Bank(2013), pp.25-26.
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10） Reuters(2013.7.18)
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グラード 4 か国 14）（以下 V4）との環境・エネル
ギー協力関係の深化を図っていること（「V4 ＋日
本」対話・協力 15））である。
　「V4 ＋日本」対話・協力は 2003 年 8 月の小泉
純一郎首相（当時）のチェコ・ポーランド訪問、
2004 年 10 月の同ハンガリー訪問を契機に、V4 と
日本との間で対話・協力を推進することで合意し
たことに端を発する。その後、麻生太郎外相（当








気候変動がテーマとして掲げられた 17）。その 5 か





された 18）。2010 年 11 月には「V4 ＋日本」省エネ
ルギー・セミナー（於スロバキア・ブラチスラバ）
が開催され 19）、2012 年 4 月には「V4 ＋日本」エ
ネルギー効率化・再生可能エネルギー及び原子力
分野に関するワークショップ（於東京）が開催さ
























　2008 年から EU の硫黄酸化物（以下 SOx）排出
規制が強化されることが決まると、日立製作所は
2004 年 6 月、ワルシャワの南方 80㎞にあるコゼ
ニッチェ石炭火力発電所の脱硫設備を約 40 億円で
14） ポーランド、ハンガリー、チェコ、スロバキアの 4 か国を指す。
15） 詳細は http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/europe/v4+1/（日本国外務省のホームページ）を参照されたい [ 最終アクセス 2013.10.28]
16） http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/18/easo_1130.html 参照 [ 最終アクセス 2013.10.28]。ここで麻生外相 ( 当時 ) は、「「日 CLV
首脳会議」とか、「日 CLV 外相会議」。「中央アジア＋日本」対話や、チェコ、ハンガリー、ポーランド、それにスロバキアを加えた
中欧 4 カ国がつくった俗に「V4（ドナウ川の地名ヴィシェグラードの V）」と称するグループとの対話…。これらは定例化するなり、
既に定期化しているものは充実させるなりして、まずは関係相手国と頻繁に会合し、対話を重ねていかねばならぬと考えます。」と
述べている。（著者註：CLV とはカンボジア、ラオス、ベトナムを指す）。
17） http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/europe/v4+1/0905_gk.html 参照 [ 最終アクセス 2013.10.28]
18）  http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/europe/v4+1/ws_gh_0910.html 参照 [ 最終アクセス 2013.10.28]
19） http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/europe/v4+1/ws_gh_1011.html 参照 [ 最終アクセス 2013.10.28]
20） http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/europe/v4+1/ws_energy_1204.html 参照 [ 最終アクセス 2013.10.28]
21） http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/europe/v4+1/1106_ps.html 参照 [ 最終アクセス 2013.10.28]
22） http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000006751.pdf 参照 [ 最終アクセス 2013.10.28]
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受注した 23）。同社は 2008 年 6 月にも同発電所か
ら脱硫装置約 130 億円を受注している 24）。2016 年
1 月から火力発電所を対象とした SOx 排出規制が















パワーヨーロッパは 2012 年 9 月、ポーランド国営
電力企業であるエネアから石炭火力発電所の建設
をポーランドの建設会社と共同で受注した。受注

















加してほしい旨、発言した 31）。同年 9 月にはポー
ランドにおいて原発建設のためのプログラムが立




























30） Polish News Bulletin(2008.April.15)
31） 日経産業新聞 (2009.4.21)
32） Polish News Bulletin(2009.September.5)





















に利用したのは中国電力である。2009 年 9 月に同
社はポーランド最大の国有炭鉱企業コンパーニァ・
ヴェングロヴァと 30 万トン規模の CO2 排出枠の
売買契約を結ぶ。これは石炭採掘時に放出される
メタンガス回収・再利用技術の利用によって獲得
したものである 38）。2010 年 2 月に同社はヤスチェ
ンベ石炭公社の炭鉱でも同様のプロジェクトを展
開し、21 万トンの CO2 排出枠を購入した
39）。さ






































[出 典 ： 日 本 経 済 新 聞 ( 2 0 1 0 . 1 0 . 2 8 ) ]  
2 -4：排出枠の取引（京都メカニズム 共同実施を通じて）  
ポ ー ラ ン ド は 京 都 メ カ ニ ズ ム に お け る 共 同 実 施 （ 以 下 J I） の 対 象 国 で あ り 、
京都議定書に基づく J I 制度の活用に積極的であった。ポーランドの削減目標は
1988 年の CO 2 排出実績を基準に算出されているが、同国は 1989 年以降、民主
化・市場経済化という、いわゆる体制転換を経験し、重厚長大産業からの産業
構造の転換を経験している。このことから、顕著な C O 2 排 出 減 が 可 能 で あ り 、
先端環境・エネルギー技術の利用による CO 2 排出削減の余地を大きく残してい
た 3 7。この状況を積極的に利用したのは中国電力である。 2009 年 9 月に同社は
ポーランド最大の国有炭鉱企業コンパーニァ・ヴェングロヴァと 30 万トン規模
の CO 2 排出枠の売買契約を結ぶ。これは石炭採掘時に放出されるメタンガス回
収・再利用技術の利用によって獲得したものである 3 8。 2010 年 2 月に同社はヤ
スチェンベ石炭公社の炭鉱でも同様のプロジェクトを展開し、21 万トンの CO 2
排出枠を購入した 3 9。さらに同社は 2010 年 11 月、ポーランドの石炭火力発電
所に対して高効率な日本の技術導入による CO 2 排出削減を目指して調査を開始


















































ランドは”Policy Taker”として EU の法・政策を
一方的に国内に「ダウンロード」してきた。しか
し 2004 年 5 月 1 日に EU 加盟国となったのを境
に、自国のエネルギー政策を明確に提示していく















42） Baker and Jehlicka (1998), p.19
43） 市川 (2011),p.228.
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45） Commission of the European Communities(1997)
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Sources and a Scope of this Obligation; Journal of Laws of 1999, No.13, item 119
48） Ministry of Economy (2010), p.10.
49） Official Journal of the European Union (2001)
50） Council of Ministries (2001)
51） Jankowska (2011), p.174.









































































60） これについては市川・蟹江 (2012) も参照されたい。

































































































ブもあり、2009 年 6 月にトリプル 20 は指令化し
た。これにより、EU は 2020 年に 1990 年比で 20%
の CO2 削減が義務化され、長期的には 2050 年に


















された。これにより 2030 年までに、2009 年時点



























70） Commission of the European Communities(2006)
71） 市川 (2013), pp.86-91. 参照のこと。
72） Commission of the European Communities(2007b)
73） Commission of the European Communities(2007a)
74） Commission of the European Communities(2008)























ルギー安全保障と 2020 年前までの CO2 排出削減





































2005 年以降の初期エネルギー消費における年較差 2.7% 1% 未満
国内石炭・褐炭消費に対する石炭・褐炭生産の割合 105% 100% 以上
同じ方面からの石油・天然ガス輸入の割合 85% 73% 未満
最大電力需要に対する国内発電能力の割合 130% 115% 以上
発電における原子力発電の割合 0% 10% 以上
最終エネルギー消費における再生可能エネルギーの割合 7.7% 15% 以上
国内発電量に対する CO2 排出量 (tons/MWh) 0.95 0.70 未満
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